
平成 30 年 4 月

平成 30 年度 平成 39 年度

１．事業概要 　*複数の施工地区を有する事業にあっては、施工地区ごとの状況が分かるよう記載すること。

（１）

（２） 土地造成状況等

（３） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

*1 　造成が開始された地区であって処分が完了していない地区について記載すること。
*2 　一部売却済の土地については、当該土地の売却価格とすること。
　　　売出土地については、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額とすること。
　　　未売出土地については、完成後の販売予定価格、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額又は近傍類似の土地の
　 価格変動を勘案して帳簿価格を加減した額のいずれかの額とすること。

元 利 金 債 発 行 状 況
（平成○年度までに償還）

発 行 額 累 計 0円

造 成 地 処 分 状 況
（ 平 成 29 年 度 ）

※ 直 近 年 度 分 を 記 載

ア 売 却 代 金 36,001,202円

イ 売 却 面 積 2,296㎡

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ） 15,680円/㎡

施 工 地 区 名 オリーブタウン東分

土 地 造 成 状 況
（平成28年度までに造成）
（平成30年度までに売却）

*1

ア 総 事 業 費 40,189,199円

イ 総 面 積 4,912㎡

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ） 8,181円/㎡

エ 売 却 予 定 代 金
*2 66,198,502円

オ 売 却 予 定 面 積 3,386㎡

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ） 19,550円/㎡

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ） 164.71%

施 工 地 区 オリーブタウン東分

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託 なし

 イ　指定管理者制度 なし

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ なし

事　業　形　態　等

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適 事 業 開 始 年 度 平成28年度

職 員 数 人 事 業 の 種 類 住宅用地造成事業

みやき町地域開発事業経営戦略

団 体 名 ： みやき町

事 業 名 ： 宅地造成事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

別添１１－１
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（１）

（２） 土地造成状況等

（３） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

（１）

施 工 地 区 オリーブタウン東尾Ⅱ

 ア　民間委託 なし

*1 　造成が開始された地区であって処分が完了していない地区について記載すること。
*2 　一部売却済の土地については、当該土地の売却価格とすること。
　　　売出土地については、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額とすること。
　　　未売出土地については、完成後の販売予定価格、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額又は近傍類似の土地の
　 価格変動を勘案して帳簿価格を加減した額のいずれかの額とすること。

なし

事　業　形　態　等

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適 事 業 開 始 年 度 平成28年度

職 員 数 人 事 業 の 種 類 住宅用地造成事業

元 利 金 債 発 行 状 況
（平成○年度までに償還）

発 行 額 累 計 0円

造 成 地 処 分 状 況
（ 平 成 29 年 度 ）

※ 直 近 年 度 分 を 記 載

ア 売 却 代 金 29,837,700円

イ 売 却 面 積 1,232㎡

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ） 24,219円/㎡

施 工 地 区 名 リバティータウン新町

土 地 造 成 状 況
（平成28年度までに造成）
（平成30年度までに売却）

*1

ア 総 事 業 費 39,274,055円

イ 総 面 積 2,496㎡

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ） 15,735円/㎡

エ 売 却 予 定 代 金
*2 46,551,600円

オ 売 却 予 定 面 積 1,922㎡

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ） 24,220円/㎡

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ） 118.53%

施 工 地 区 リバティータウン新町

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託 なし

 イ　指定管理者制度 なし

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ なし

なし

事　業　形　態　等

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適 事 業 開 始 年 度 平成28年度

職 員 数 人 事 業 の 種 類 住宅用地造成事業
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（２） 土地造成状況等

（３） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

* 複数の施工地区を有する事業にあっては、施工地区ごとの内訳も作成すること。

（２） 土地造成・処分計画等について

* 土地処分が完了していない地区について、処分が完了するまでの造成実績・計画及び処分実績・計画を記載すること。

* 複数の施工地区を有する事業にあっては、施工地区ごとに作成すること。

合計

4,912

*1 　造成が開始された地区であって処分が完了していない地区について記載すること。
*2 　一部売却済の土地については、当該土地の売却価格とすること。
　　　売出土地については、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額とすること。
　　　未売出土地については、完成後の販売予定価格、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額又は近傍類似の土地の
　 価格変動を勘案して帳簿価格を加減した額のいずれかの額とすること。

なし

元 利 金 債 発 行 状 況
（平成○年度までに償還）

発 行 額 累 計 0円

造 成 地 処 分 状 況
（ 平 成 29 年 度 ）

※ 直 近 年 度 分 を 記 載

ア 売 却 代 金 22,633,410円

イ 売 却 面 積 919㎡

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ） 24,628円/㎡

施 工 地 区 名 オリーブタウン東尾Ⅱ

土 地 造 成 状 況
（平成29年度までに造成）
（平成29年度までに売却）

*1

ア 総 事 業 費 27,828,325円

イ 総 面 積 1,083㎡

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ） 26,681円/㎡

エ 売 却 予 定 代 金
*2 22,633,410円

オ 売 却 予 定 面 積 919㎡

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ） 24,628円/㎡

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ） 81.33%

民 間 活 用 の 状 況  イ　指定管理者制度 なし

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ なし

　宅地造成事業については独立採算を原則とする地方公営企業であります。宅地造成事業は、造成事業に係る投資的な費用が
先行し、造成完了後に売薬を行うため、料金収入が後追いになっており、収益的には不足が生じます。
　不足分については町民の皆さまの税金で運営する一般会計より繰入金として補われていますが、造成事業に関係がない町民
の皆さまにも負担をかけることは不公平であり、早期に売却を行い、一般会計に返還する適正な運営が望まれます。
　幸い、造成後の土地は完売となっております。
　適正な運営を行うには、的確な市場調査の実施を行うことはもちろん、事業計画を定期的に見直しながら、コスト削減や効率的
運営に努め、安定的な経営を目指していきます。

平成31年度平成29年度

施 工 地 区 名 オリーブタウン東分

項　　　　目 平成28年度 平成30年度 平成32年度

造成実績・計画

造成面積（㎡） 4,912

処分実績・計画
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3,386

19

66,198

合計

2,496

1,922

24

46,552

合計

1,083

919

24

21,574

* 複数の施工地区を有する事業にあっては、施工地区ごとの考え方がわかるよう記載すること。

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

*1 （１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組につい
て、その内容等を記載すること。

・投資の目標に関する事項　…　平成29年度おいて造成が完了となるため、土地の完売に向けて、努力する。
・既存の造成計画の見直しに関する事項　…　既存計画の見直しの予定はない。
・新規造成計画に関する事項　…　西寒水に土砂搬入を行い、数年後に造成工事を開始する。また、市場調査を行い、調査研究を行う。
・民間の活力の活用に関する事項（ＰＰＰ・ＰＦＩ など）　…　取り組む予定はない。

・財源の目標に関する事項　…　基本的には独立採算による経営を目標とする。
・土地処分の見通しに関する事項　…　造成完了地域については、平成30年度までに完売予定。
・売却単価の設定に関する事項　…　造成完了直後であり、見直しはしない。
・繰入金に関する事項　…　現段階では算定しない。
・賃貸方式による造成地活用に関する事項　…　算定しない。

・民間の活力の活用に関する事項（指定管理者制度、ＰＰＰ・ＰＦＩ など）　…　予定がないため、算定しない。
・職員給与費に関する事項　…　市場調査を行うため、必要最低限の職員を確保し、適正運営な職員体制を実施していく。
・委託費に関する事項　…　造成事業を行う際には必要であるが、現段階では未定のため、算定しない。
・その他　…　特になし

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合に
は、赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて事業費回収率等の指標に係る目標値を記載す
ること。

（４）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

（３）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

売却面積（㎡） 2,296 1,090

売却単価（千円/㎡） 19 19

土地売却収入（千円） 36,001 30,197

当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 3,386 1,090 0

施 工 地 区 名 リバティータウン新町

項　　　　目 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

造成実績・計画

造成面積（㎡） 2,496

処分実績・計画

売却面積（㎡） 1,232 690

売却単価（千円/㎡） 24 24

土地売却収入（千円） 29,838 16,714

当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 1,922 690 0

施 工 地 区 名 オリーブタウン東尾Ⅱ

項　　　　目 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

造成実績・計画

造成面積（㎡） 1,083

処分実績・計画

売却面積（㎡） 919

売却単価（千円/㎡） 24

土地売却収入（千円） 21,574

当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 0
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*2 複数の施工地区を有する事業にあっては、施工地区ごとの考え方・検討状況がわかるよう記載すること。

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４．公営企業として実施する必要性

*1 内陸工業用地等造成事業及び住宅用地造成事業について記載すること。

*2 複数の施工地区を有する事業にあっては、施工地区ごとの考え方がわかるよう記載すること。

【参考】「観光施設事業及び宅地造成事業における財政負担リスクの限定について（通知）」（平成23年12月28日付け総務副大臣通知）　抜粋

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

新規造成計画に関する事項

見直しの予定はない。完売に向け努力していく。

平成30年度までに完売する見通しである。

既存の造成計画の見直しに関する事項

その他 市場調査を行い、未売却地が発生しないように努める。

土地処分の見通しに関する事項

宅地造成事業については独立採算を原則であり、市場調査を行い、健全な運営ができるよう計画する。

民間の活力の活用に関する事項
（ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

活用できる分野があれば、導入についても検討する。

公 営 企 業 と し て 実 施 す る 必 要 性
　民間で開発できない地域をモデル的に住宅地を造成することにより、民間事業者の開発を誘導し、若者の定住等
による地域づくりを目指すものであるため。

委託費に関する事項 市場調査の結果、造成事業を行う際には必要であるが、現段階では未定である。

売却単価の設定に関する事項

繰入金に関する事項

その他

民間の活力の活用に関する事項
（指定管理者制度、ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

活用可能であれば、検討する。

１　観光施設事業及び宅地造成事業（内陸工業用地等造成事業及び住宅用地造成事業に限る。以下同じ。）を新たに行う場合には、次の点に
　御留意いただきたい。
　(1)　地方公共団体が公営企業により実施するのではなく、第三セクター等、法人格を別にして事業を実施すること。
　(2)　事業を実施する法人においては、事業自体の収益性に着目したプロジェクト・ファイナンスの考え方による資金調達を基本とすること。
　(3)　法人の債務に対して地方公共団体による損失補償は行わないこと。
　(4)　法人の事業に関して、地方公共団体による公的支援（出資・貸付け・補助）を行う必要がある場合には、公共性、公益性を勘案した上で
　　必要最小限の範囲にとどめること。
３　既存の観光施設事業及び宅地造成事業についても、地方公共団体の財政負担のリスクを限定する観点から、１の手法の導入について
　御検討いただきたい。

その他 特になし

賃貸方式による造成地活用に関する事項

職員給与費に関する事項
町が造成を行うことで、地権者の理解を得られることもある。
完売に向けて、必要最低限の職員を確保し、適正運営な職員体制を実施していく。

予定なし。

造成計画の際に、検討する。

造成直後のため、現在の単価で行う。

造成計画の際に、検討する。
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経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　住宅用地造成事業における経営戦略は、平成29年度までで事業が完了し、平成30年度までに完売を目指すため
の健全運営計画として作成しております。
　そのため、市場調査の結果、造成工事を実施する場合は、財政当局を含め全体的な協議を実施し、健全な経営計
画を目指します。
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 36,001 30,197

（１） (B) 36,001 30,197

ア 36,001 30,197

イ (C)

ウ

（２）

ア

イ

２ (D) 340 1,202

（１） 340 1,202

ア

イ 340 1,202

（２）

ア

イ

３ (E) 35,661 28,995

1 (F) 38,460 2,314 1,202

（１）

（２） 38,460 2,314 1,202

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 38,215 38,219 30,198

（１） 38,215 1,974

38,215 1,974

（２） (H)

（３）

（４） 36,245 30,198

（５）

３ (I) 245 △ 35,905 △ 28,996

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債

元 利 金 債 等

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債 償 還 金

元 利 金 債 等 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

工 事 負 担 金

そ の 他

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

土 地 買 収 費 ・ 補 償 費

造 成 費

職 員 給 与 費

そ の 他

地 方 債 償 還 金

平成39年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

土 地 等 売 却 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

平成36年度 平成37年度 平成38年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

別紙（非適）オリーブ東分 7



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

平成39年度本年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度

(J) 245 △ 244 △ 1

(K)

(L) 245 1

(M)

(N) 245 1

(O)

(P) 245 1

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 36,001 30,197

（T)

(U)

（Ｖ)

(Ｗ)

(Ｘ)

(Ｙ)

(Ｚ)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

本年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第３条第１項第４号ニに規定する
土 地 収 入 見 込 額

健全化法施行規則第９条第５号Ｂにより算定した
未 売 出 土 地 収 入 見 込 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（Ｘ）×100)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

#DIV/0! #DIV/0!

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

2,512 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） #DIV/0! 10,589

赤 字 比 率 （ ×100 ）

#DIV/0! #DIV/0!

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

別紙（非適）オリーブ東分 8



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 29,838 16,714

（１） (B) 29,838 16,714

ア 29,838 16,714

イ (C)

ウ

（２）

ア

イ

２ (D) 330

（１） 330

ア

イ 330

（２）

ア

イ

３ (E) 29,508 16,714

1 (F) 38,460 2,561

（１）

（２） 38,460 2,561

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 37,043 33,486 16,714

（１） 37,043 2,231

15,034

22,009 2,231

（２） (H)

（３）

（４） 31,255 16,714

（５）

３ (I) 1,417 △ 30,925 △ 16,714

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債

元 利 金 債 等

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債 償 還 金

元 利 金 債 等 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

工 事 負 担 金

そ の 他

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

土 地 買 収 費 ・ 補 償 費

造 成 費

職 員 給 与 費

そ の 他

地 方 債 償 還 金

平成39年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

土 地 等 売 却 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

平成36年度 平成37年度 平成38年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

別紙（非適）リバティ新町 9



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

平成39年度本年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度

(J) 1,417 △ 1,417

(K)

(L) 1,417

(M)

(N) 1,417

(O)

(P) 1,417

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 29,838 16,714

（T)

(U)

（Ｖ)

(Ｗ)

(Ｘ)

(Ｙ)

(Ｚ)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

本年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第３条第１項第４号ニに規定する
土 地 収 入 見 込 額

健全化法施行規則第９条第５号Ｂにより算定した
未 売 出 土 地 収 入 見 込 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（Ｘ）×100)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

#DIV/0! #DIV/0!

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） #DIV/0! 9,042

赤 字 比 率 （ ×100 ）

#DIV/0! #DIV/0!

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

別紙（非適）リバティ新町 10



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 22,633

（１） (B) 22,633

ア 22,633

イ (C)

ウ

（２）

ア

イ

２ (D) 330

（１） 330

ア

イ 330

（２）

ア

イ

３ (E) 22,303

1 (F) 25,843 2,373

（１）

（２） 25,843 2,373

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 505 49,959 55

（１） 505 27,324

505 27,324

（２） (H)

（３）

（４） 22,635 55

（５）

３ (I) 25,338 △ 47,586 △ 55

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債

元 利 金 債 等

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債 償 還 金

元 利 金 債 等 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

工 事 負 担 金

そ の 他

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

土 地 買 収 費 ・ 補 償 費

造 成 費

職 員 給 与 費

そ の 他

地 方 債 償 還 金

平成39年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

土 地 等 売 却 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

平成36年度 平成37年度 平成38年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

別紙（非適）オリーブ東尾Ⅱ 11



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

平成39年度本年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度

(J) 25,338 △ 25,283 △ 55

(K)

(L) 25,338 55

(M)

(N) 25,338 55

(O) 25,337

(P) 1 55

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 22,633

（T)

(U)

（Ｖ)

(Ｗ)

(Ｘ)

(Ｙ)

(Ｚ)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

本年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第３条第１項第４号ニに規定する
土 地 収 入 見 込 額

健全化法施行規則第９条第５号Ｂにより算定した
未 売 出 土 地 収 入 見 込 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（Ｘ）×100)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

#DIV/0! #DIV/0!

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） #DIV/0! 6,858

赤 字 比 率 （ ×100 ）

#DIV/0! #DIV/0!

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

別紙（非適）オリーブ東尾Ⅱ 12




